宮城県社会福祉協議会 介護福祉士修学資金等貸付制度実施要領の一部を次のように改正する
	改　　　　　正　　　　　案
	現　　　　　行
	備　考

	宮城県社会福祉協議会介護福祉士修学資金等貸付制度実施要領
第１～３の３　　　　　　　　　　　 （略）
４　貸付額について

（１）介護福祉士修学資金貸付事業の貸付額については，介護福祉士養成施設に支払う授業料，実習費及び教材費等の納付金のほか参考図書，学用品，交通費及び国家試験の受験手数料等の経費(要綱第３の３の（４）の生活費加算に係る貸付額については，在学中の生活費を含む。)に充当するものであり，要綱第３の３に定める額の範囲内であれば介護福祉士養成施設に支払うべき納付金の額に拘わらず，貸付対象者の希望する額を貸し付けて差し支えないこととする。

（２）高等教育の修学支援新制度における授業料等減免の対象となっている者については，授業料等の減免後も自己負担が生じる場合に限り，要綱第３の３に定める額の範囲内で減免額を差し引いた額を貸し付ける。

　なお対象者には，卒業年度に介護福祉士等修学資金貸付変更決定のお知らせ（様式第４号の

２）で通知する。

第３の５～５の３　　　　　　　　　 （略）
４　貸付けの申請手続について

（１）借入を希望する者（以下「借入申込者」という。）は，実務者研修受講資金借入申請書（様式第１号の３）,業務従事施設の長の推薦書（様式第２号の２）,　　　　　　　　　　　個人情報の取扱同意書（様式第31号）及び実務者研修施設の受講証明書（様式第30号）を会長に提出するものとする。

第５の４の（２）～第６の３の（３） （略）
　　　　　　　　　　　　　
（４）借入申込者が未成年者で，法定代理人が２名存在する場合は，連帯保証人になっていない方からの同意書（様式第２８号）

（５）雇用（内定）証明書

（６）再就職準備金利用計画書

（７）個人情報の取扱同意書（様式第３１号）

第７の１～７の３の（１）　  　　　 （略）
　　　　　　　　　　　　　
（２）個人情報の取扱同意書（様式第３１号）

（３）指定研修の修了証書の写し（就職と同時に受講している者は，申請時には研修受講日が確認

できる書類の写しを提出し，受講修了後に修了証書を提出すること。）

（４）雇用契約書等の写し

（５）借入申請者・連帯保証人の世帯全員の記載のある住民票（記載事項の省略のないもの）

（６）申請者の連帯保証人の申請前々年の所得・課税証明書

第８～９の２の（１）　　　 　　　 （略）
（２）介護福祉士修学資金等貸付決定通知書(様式第４号)の交付を受けた者(以下「借受者」という。)は，連帯保証人の連署した借用証書兼誓約書(様式第６号)に，銀行口座振替依頼書(様式第７号)，借受者(未成年者を除く)及び連帯保証人の印鑑証明書を添えて速やかに会長に提出するものとする。なお，理由なく３か月以内に提出がないときは，貸付けを辞退したものと判断し，貸付決定通知は取り消しの扱いとする。

第10　貸付金の交付方法について（要綱第９関係）

１　会長は，借受者から借用証書兼誓約書(様式第６号)の提出があったときは，速やかに借受者等の指定する口座に６月分を限度として分割して交付するものとする。

２　要綱第３の３の（３）に規定する国家試験受験対策費用は，卒業年度に交付するものとする。

第11の１～２　　　　　　　　　　 （略）
３　借受申込者は，連帯保証人の死亡その他の事由により連帯保証人を変更しようとするときは，連帯保証人異動申請書（様式第８号）を会長に提出し，その承認を受けなければなら　　ない。

　承認が得られたときは，介護福祉士修学資金等貸付金連帯保証人変更決定通知書（様式第３４号）により通知するものとする。

４　借受申込者が未成年者で，法定代理人が２名存在する場合は，双方から同意を得るため，連帯保証人になっていない者から同意書（様式第28号）を得なければならない。

５　法人が連帯保証人となる場合は，返還完了まで借受人の債務を保証することを法人の議決機関等で決定していること。

第11の４～13　　　　　　　　　　 （略）
第14　返還の手続き等について（要綱第13関係）

１　返還計画書の提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要綱第１３に規定する各号に該当した借受者（返還すべき債務の履行の猶予を受けている者を除く）は，返還届兼返還計画書（様式第３３号）を会長に提出しなければならない。

２　返還の手続き

会長は，要綱第１３に規定する各号　　に該当した場合は，介護福祉士修学資金等貸付金返還開始通知書（様式第９号）を速やかに借受人及び連帯保証人に対し，通知するものとする。

３　貸付金の返還期間及び返還金額

要綱第12に規定する会長が定める貸付金の返還期間及び月賦並びに半年賦の１回当りの返還金額は，借入申請書（様式第１号，１号の２，１号の３）及び介護福祉士修学資金等貸付金返還開始通知書（様式第９号）に記載した返還計画のとおりとする。ただし，繰り上げて返還することを妨げない。

４　返還計画の変更

借受者は，前項に規定する返還計画の内容の変更を希望するときは，返還計画変更申請書(様式第13号)を会長に提出しなければならない。返還計画の変更が決定したときは，介護福祉士修学資金等貸付返還計画変更決定通知書（様式第３６号）により通知する。
第14の５～15の１　　　　　　　 （略）
２　借受者は，要綱第14の２の（１）に該当する返還猶予を受けようとする場合には，介護福祉士修学資金等貸付金返還猶予申請書（様式第11号）と業務従事届（様式第23号）に辞令等の写しを添えて，会長に届け出なければならない。

３　借受者は，要綱第14の２の（２）に該当する場合には，介護福祉士修学資金等貸付金返還猶予申請書（様式第11号）に罹災証明書，診断書又はその他やむを得ない事由を証明できる書類を添えて，会長に提出しなければならない。

４　返還の猶予が決定したときは，介護福祉士修学資金等貸付金猶予決定通知書（様式第３５号）により通知する。

５　貸付金の返還を猶予する期間は，原則として１年とする。

　　
第16の１～２　　　　　　 　　　（略）
３　裁量免除できる額は，宮城県の区域内で要綱第12に規定する業務に従事した期間（第13の６と同様）を，本事業による貸付を受けた期間（この貸付を受けた期間の考え方は第13の６と同様であり，１年を180日として換算することを標準とする。なお，この期間が２年に満たないときは360日とする。）の２分の５（過疎地域へ従事した者・中高年離職者・福祉系高校修学資金返還充当資金貸付事業については２分の３）に相当する期間（実務者研修受講資金貸付事業，再就職準備金貸付事業及び障害福祉分野就職支援金貸付事業の貸付額については360日）で除して得た数値（この数値が１を超えるときは，１とし，小数点第２位未満については切捨てとする。）を返還債務の額に乗じて得た額とする。

第17～19の７　　　　　　　　　　　 （略）
８　介護福祉士経過措置登録者の内，期間が変更となった者は，社会福祉振興・試験センター（以下「試験センター」という。）の発行する「登録証期間証明書」の写しを提出しなければならない。また資格登録有効期限後，返還免除対象期間を満たしていない場合には，試験センターが発行する「資格登録有効期限解除通知書」の写しを，登録証が失効となった者の内，要綱第１３に規定する各号に該当した借受者は，試験センターの発行する「資格登録削除通知書」の写しを提出しなければならない。
	宮城県社会福祉協議会介護福祉士修学資金等貸付制度実施要領
第１～３の３　　　　　　　　　　　 （略）
４　貸付額について

　　介護福祉士修学資金貸付事業の貸付額については，介護福祉士養成施設に支払う授業料，実習費及び教材費等の納付金のほか参考図書，学用品，交通費及び国家試験の受験手数料等の経費(要綱第３の３の（４）の生活費加算に係る貸付額については，在学中の生活費を含む。)に充当するものであり，要綱第３の３に定める額の範囲内であれば介護福祉士養成施設に支払うべき納付金の額に拘わらず，貸付対象者の希望する額を貸し付けて差し支えないこととする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第３の５～５の３　　　　　　　　　 （略）
４　貸付けの申請手続について

（１）借入を希望する者（以下「借入申込者」という。）は，実務者研修受講資金借入申請書（様式第１号の３）,業務従事施設の長の推薦書（様式第２号の２）,誓約書（様式第３号），個人情報の取扱同意書（様式第31号）及び実務者研修施設の受講証明書（様式第30号）を会長に提出するものとする。

第５の４の（２）～第６の３の（３） （略）
（４）誓約書（様式第３号）

（５）借入申込者が未成年者で，法定代理人が２名存在する場合は，連帯保証人になっていない方からの同意書（様式第２８号）

（６）雇用（内定）証明書

（７）再就職準備金利用計画書

（８）個人情報の取扱同意書（様式第３１号）
第７の１～７の３の（１）　  　　　 （略）
（２）誓約書（様式第３号）

（３）個人情報の取扱同意書（様式第３１号）

（４）指定研修の修了証書の写し（就職と同時に受講している者は，申請時には研修受講日が確認

できる書類の写しを提出し，受講修了後に修了証書を提出すること。）

（５）雇用契約書等の写し

（６）借入申請者・連帯保証人の世帯全員の記載のある住民票（記載事項の省略のないもの）

（７）申請者の連帯保証人の申請前々年の所得・課税証明書

第８～９の２の（１）　　　 　　　 （略）
（２）介護福祉士修学資金等貸付決定通知書(様式第４号)の交付を受けた者(以下「借受者」という。)は，連帯保証人の連署した借用証書　　　　(様式第６号)に，銀行口座振替依頼書(様式第７号)，借受者(未成年者を除く)及び連帯保証人の印鑑証明書を添えて速やかに会長に提出するものとする。なお，理由なく３か月以内に提出がないときは，貸付けを辞退したものと判断し，貸付決定通知は取り消しの扱いとする。

第10　貸付金の交付方法について（要綱第９関係）

１　会長は，借受者から借用証書　　　　(様式第６号)の提出があったときは，速やかに借受者等の指定する口座に６月分を限度として分割して交付するものとする。

２　要綱第３の３の（３）に規定する国家試験受験対策費用は，卒業年度に交付するものとする。

第11の１～２　　　　　　　　　　 （略）
３　借受申込者は，連帯保証人の死亡その他の事由により連帯保証人を変更しようとするときは，連帯保証人異動異動申請書（様式第８号）を会長に提出し，その承認を受けなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　借受申込者が未成年者で，法定代理人が２名存在する場合は，双方から同意を得るため，連帯保証人になっていない者から同意書（様式第28号）を得なければならない。

５　法人が連帯保証人となる場合は，返還完了まで借受人の債務を保証することを法人の議決機関等で決定していること。

第11の４～13　　　　　　　　　　 （略）
第14　返還の手続き等について（要綱第13関係）

１　返還計画書の提出

　障害福祉分野就職支援金貸付事業の借受者の内，要綱第１３に規定する各号の１に該当した借受者（返還すべき債務の履行の猶予を受けている者を除く）は，返還計画書　　　　（様式第３３号）を会長に提出しなければならない。

２　返還の手続き

会長は，要綱第１３に規定する各号の１に該当した場合は，介護福祉士修学資金等貸付金返還開始通知書（様式第９号）を速やかに借受人及び連帯保証人に対し，通知するものとする。

３　貸付金の返還期間及び返還金額

要綱第12に規定する会長が定める貸付金の返還期間及び月賦並びに半年賦の１回当りの返還

金額は，貸付決定通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　に記載した返還計画のとおりとする。ただし，繰り上げて返還することを妨げない。

４　返還計画の変更

借受者は，前項に規定する返還計画の内容の変更を希望するときは，返還計画変更申請書(様式第13号)を会長に提出しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第14の５～15の１　　　　　　　 （略）
２　借受者は，要綱第14の２の（１）に該当する返還猶予を受けようとする場合には，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務従事届（様式第23号）に辞令等の写しを添えて，会長に届け出なければならない。

３　借受者は，要綱第14の２の（２）に該当する場合には，介護福祉士修学資金等貸付金返還猶予申請書（様式第11号）に罹災証明書，診断書又はその他やむを得ない事由を証明できる書類を添えて，会長に提出しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　貸付金の返還を猶予する期間は，原則として１年とする。

第16の１～２　　　　　　 　　　（略）
３　裁量免除できる額は，宮城県の区域内で要綱第12に規定する業務に従事した期間（第13の６と同様）を，本事業による貸付を受けた期間（この貸付を受けた期間の考え方は第13の６と同様であり，１年を180日として換算することを標準とする。なお，この期間が２年に満たないときは360日とする。）の２分の５（　　　　　　　　　　　中高年離職者・福祉系高校修学資金返還充当資金貸付事業については２分の３）に相当する期間（実務者研修受講資金貸付事業，再就職準備金貸付事業及び障害福祉分野就職支援金貸付事業の貸付額については360日）で除して得た数値（この数値が１を超えるときは，１とし，小数点第２位未満については切捨てとする。）を返還債務の額に乗じて得た額とする。

第17～19の７　　　　　　　　　　　 （略）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	番号の変更
授業料等減免について追記
記述の削除
記述の削除
併せて，番号の変更
記述の削除
併せて，番号の変更
名称の変更
名称の変更
様式新規作成による記述の追加
様式変更に伴う変更の追加
不要な文言の削除
以前変更した様式との整合性を保つための変更
様式新規作成による記述の追加
不足している様式の追加
様式新規作成による記述の追加
番号の変更
記述の追加
介護福祉士経過措置登録者についての記述の追加


　附則

　この要綱は，令和５年　　月　　日より施行する。
